
H21.11.24H21.11.24 表資 ／ 務 政表資 ／ 務 政



○○ の 働で、高知県の新しい マーケットを創造する場の創設の 働で、高知県の新しい マーケットを創造する場の創設

○○ 医師 への対応 急医 の確保など本県の医 の に医師 への対応 急医 の確保など本県の医 の に
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○○ 成 の雇用促進など成 の雇用促進など「あったか高知・雇用創出プラン」の推進「あったか高知・雇用創出プラン」の推進 8181百万円百万円
○○ 経済危機対策 交付 の活用経済危機対策 交付 の活用 1,9821,982百万円百万円 ※※ 地域医 再 基 との地域医 再 基 との 99億円含む億円含む

○○ 国の支援策を活用して経営改善を推進国の支援策を活用して経営改善を推進

○○ 人事委員会勧告に基づく給 月額及び ・ 当の き下 等人事委員会勧告に基づく給 月額及び ・ 当の き下 等



人件費補正の概要人件費補正の概要人件費補正の概要人件費補正の概要

①① 一般事務職・教育職・警察職一般事務職・教育職・警察職 ▲▲2,5742,574百万円百万円
（※ 教育 含む）

○ 給 月額の引下げ 平均0.16%
○ 期末・勤勉手当の支給割合の引下げ

4.45月 → 4.1月（▲0.35月）

②② 県議会議員及び特別職県議会議員及び特別職 ▲▲1212百万円百万円
○ 期末手当引き下げ 3.35月 → 3.1月（▲0.25月）

人事委員会勧告の実施人事委員会勧告の実施 ▲▲2,5862,586百万円百万円人事委員会勧告の実施人事委員会勧告の実施 ▲▲2,5862,586百万円百万円

歳歳 入入

改定前と ると、平 給与額改定前と ると、平 給与額 ▲▲147,404147,404円円改定前と ると、平 給与額改定前と ると、平 給与額 ▲▲147,404147,404円円

○ 期末手当引き下げ 3.35月 → 3.1月（▲0.25月）

①① 特別職／給 ット の 下 を い 実施特別職／給 ット の 下 を い 実施

②② 職員職員
職 当の ット 、給 ット職 当の ット 、給 ット

※ 部 ▲15%、 部 ▲12%、課 ▲10%
（※ 給 平均▲2%相当）

③③ 一般職員／給 ット一般職員／給 ット

給与の減額措置の改正（給与の減額措置の改正（H22.1H22.1 ）） 374374百万円百万円給与の減額措置の改正（給与の減額措置の改正（H22.1H22.1 ）） 374374百万円百万円
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知事知事 ▲▲30%30% →→ ▲▲20%20%
副知事副知事 ▲▲15%15% →→ ▲▲7%7%
教育教育 ▲▲10%10% →→ ▲▲5%5%
代表監査委員代表監査委員 ▲▲10%10% →→ ▲▲5%5%

歳歳 出出



首都圏に ける本県の 知 を高め、物産の販売 大や観光客の増加につなげる

県内産業の体質強化、レベルアップ（全国の市場に打って出ることのできる商品・事業者の育成）につなげる

高知の食文化や観光の情報発信拠点として首都圏と高知との人のつながりを形成する

○ ビルの名称 リープレックス銀座タワー
○ 住所

東京都中央区銀座１丁目３番１３号

アンテナショップ予定地の概要アンテナショップ予定地の概要

その１その１ 的拡大的拡大

その２その２ 質的向上質的向上

その３その３ 人的交 の促進人的交 の促進

基
本
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の 働で、高知県の新しいの 働で、高知県の新しい
マーケットを創造する場マーケットを創造する場
高知の「ヒト・モノ・コト」が高知の「ヒト・モノ・コト」が
首都圏の人々と出会い、首都圏の人々と出会い、
ハーモニーを奏でる場ハーモニーを奏でる場
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○ 住所
東京都中央区銀座１丁目３番１３号
（沖縄県アンテナショップ「銀座わし
たショップ」の ）

○ 賃借面積
地下１階38.60坪、１階39.10坪
２階66.07坪（合計143.77坪）

フロア 機 能 イメージ

２階 飲食機能（飲食・イベン
ト・情報発信スペース）

○ 著名なシェフとタイアップした試食会やフェア等を開催
○ 美容と健康をアピール
○ 本県の食の豊かさ、 を に る創作

１階 物販機能（農産物、加工
品等の食品）

○ 食品を中心に幅広い 齢層に
○ 各種催事を実施し、高知の商品と地域をアピール
○ 僞馬を活かした店づくりで幅広い層の集客を狙う

地下１階
物販機能（酒、工芸品、
その他）
観光・ふるさと情報発信
機能
商談コーナー、事務所

○ 食品以外の高知の産品を中心に展開
○ 県産材など事業者向け商品も展示
○ ライブラリースペース
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ハーモニーを奏でる場ハーモニーを奏でる場

○ 傫介手 7百万円 ○ 偿 ・保 62百万円
○ 実施設計委託 14百万円

【【 務務 617617百万円百万円】】
○ プロモーション実施委託 31百万円
○ 内外装工事関連 195百万円
○ 産賃 391百万円（60月分）

B1 31,500円、1F 73,500円 2F 36,750円
（※ 1月坪当たり税込）

1111月補正予算月補正予算 8383百万円百万円



○ 県、大学病院、中核病院、医師会等が参画する「医 再 機 （仮称）」を設置し、県 を視 に
入れた医師（病院GP・ 医） 成、医師 、指 医支援などを 。
○ 病院GPの 成 点として、「 地域県 病院（仮称）」を位置付 、地域医 再 特 基 か
ら補助を た機 が病院の整備と 医 圏での医 再 活 を支援する。病院 院後 、 営 業
及び県が機 が 医師確保事業を中 にわたって 政的に支援する。
○ 県の 営事業として、 急医 、 ・ 産 医 などの充実強化を図る。
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医 圏（ 県的事業を含む医 圏（ 県的事業を含む） 地域医 支援コン ーシアムによる地域医 の再地域医 支援コン ーシアムによる地域医 の再
中 ・高 医 圏中 ・高 医 圏 「医 の 」中 医 圏の 急医 等を とした地域医 の再「医 の 」中 医 圏の 急医 等を とした地域医 の再

※ 病院GP…病院の 合僄 部などに いて、 合内 専門医などの資格を持って地域医 に従事する医師
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○ 急医 対策（広域医 連携体 の拧傀、 急 拡体 の整備など）
○ 周産期・小 医 対策
（ハイリスク 産偫、新生 に対応できる周産期医 体 の整備など）

○ 医 の推進（人材の育成と確保、保健・医 ・福祉の ットワークづくりなど）
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事
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○ 安芸地域県 病院（仮称）の整備を支援
・ 病院GPのキャリア形成拠点

○ 高知大学へのレジデントハウスの整備を支援
・ 教育研修拠点整備（医学に関する教育、県外研修医受け入れなど）

○ 広域的な医師派遣調整、連携、寄附講座の設置など
○ 指導医・専門医支援（資格取得のための研修支援など）



「緊急雇用創出 基 」（50.3億円）事業
及び「ふるさと雇用 生 別基 」（66億円）事
業の実施による雇用創出

「緊急雇用創出 基 」（50.3億円）事業
及び「ふるさと雇用 生 別基 」（66億円）事
業の実施による雇用創出

政 の緊急雇用対策に 「新たな事業の創設」政 の緊急雇用対策に 「新たな事業の創設」
「緊急雇用創出事業の要件緩和」「緊急雇用創出事業の要件緩和」 （11月追加計画以 ）

▼▼ 「働きながら資格を取る介護雇用プログラム」の創設「働きながら資格を取る介護雇用プログラム」の創設
▼▼ 「緊急雇用創出事業」の要件緩和「緊急雇用創出事業」の要件緩和
○ 雇用・就業期間

す ての分 で雇用期間 月以内、１ の 新
介護は雇用期間を１ 以内に 、介護雇用プログラム（介護福祉
士）は１ の 新

（従前は雇用期間 月 で介護・福祉・教育等の分 に拘って１ の 新 ）
○ 事務補助員等としての 員の雇用
○ 実施要件／新規雇用失業者の人件費割合１/２以上

（従前は人件費割合７割以上で新規雇用失業者の割合が全労働者の3/4以上） など

県の緊急雇用対策の加速化県の緊急雇用対策の加速化県の緊急雇用対策の加速化県の緊急雇用対策の加速化

（※ 10月追加計画まで）

ふるさと雇用 生 別基 事業 183事業 404人
緊急雇用創出 基 事業 425事業 2,024人

（※ 10月追加計画まで）

ふるさと雇用 生 別基 事業 183事業 404人
緊急雇用創出 基 事業 425事業 2,024人

ふるさと雇用 生 別基 事業 334人
緊急雇用創出 基 事業 1,270人
ふるさと雇用 生 別基 事業 334人
緊急雇用創出 基 事業 1,270人

平成平成2121 までの新たな雇用創出までの新たな雇用創出
▼▼ 県事業県事業 150150人人
○ 「働きながら資格を取る介護雇用プログラム」の介護福祉士コー

ス60人を実施
○ 県の 員の 用 70人 ほか

▼▼ 市町村事業市町村事業 150150人人
合計合計300300人 の雇用を前 して創出人 の雇用を前 して創出

加計画を加えた雇用創出加計画を加えた雇用創出
2,4282,428人＋人＋300300人人
加計画を加えた雇用創出加計画を加えた雇用創出
2,4282,428人＋人＋300300人人
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成 に る成 に る
雇用促進雇用促進

基 事業の前 し などによる らなる雇用創出基 事業の前 し などによる らなる雇用創出



○ 国と本県を含む５ 県での「 業 社の経営対策等に する 会」で、国の支援策である特別交付税が拡充。
○ 拡充 （特別交付税対象 県からの 子 付、 子補給額）

措置 の拡充20%（H18 20）→50%（H21 ）、上限の拡充２億円（H18 20）→５億円（H21 ）

○ 有 子 ／特別交付税の対象
○ 有 子 以外の賛助 ／特別交付税の対象外であったが、 付 とする とで、特別交付税の対象に。
○ 賛助 を 付 と補助 に 別する とで、平成22 以 、 1.8億円の特別交付税の 額が まれる。

○ 「 材 入があった に れる補助 」と位置付 。
○ 県 を い、 社 定 として 算 。
○ 補助 と 付 の が して り、整合性をとる必要がある。

背背
景景
背背
景景

特別交付税の拡充特別交付税の拡充

特別交付税の対象特別交付税の対象

賛助 の性格賛助 の性格
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■■ 特別交付税の 額を るため賛助 を 付 と補助 に 別し、県の支援が て特別交付税の対象となるよ 整 。特別交付税の 額を るため賛助 を 付 と補助 に 別し、県の支援が て特別交付税の対象となるよ 整 。
■■ 額となる特別交付税 、 能な限り 社支援の として活用し、県 の 減を図る。額となる特別交付税 、 能な限り 社支援の として活用し、県 の 減を図る。
■■ 特別交付税の 額を るため賛助 を 付 と補助 に 別し、県の支援が て特別交付税の対象となるよ 整 。特別交付税の 額を るため賛助 を 付 と補助 に 別し、県の支援が て特別交付税の対象となるよ 整 。
■■ 額となる特別交付税 、 能な限り 社支援の として活用し、県 の 減を図る。額となる特別交付税 、 能な限り 社支援の として活用し、県 の 減を図る。

（単位百万円）（単位百万円）（単位百万円）（単位百万円） 一般会計一般会計一般会計一般会計 教育の森教育の森教育の森教育の森 計計計計

県 賛 助 金 17,638 17,63817,638

県 借 入 金 800 800

公庫借入金 7,268 854 8,122

市中銀行等 1,305 1,305

計 27,011 854 27,865

市町村負担金 64 64

合計 27,075 854 27,929

入 高（入 高（H20H20 ））
賛助 （H21当初） 633百万円
① 子助成以外 444百万円
② 子助成 189百万円
交付賛助 （H20 ）
③ 17,638百万円

補正前補正前補正前補正前

付 （①＋③） ※１月 付実
18,082百万円

子助成補助 （②）189百万円

特別交付税特別交付税1.11.1億円億円

特別交付税特別交付税1.51.5億円億円

補正後補正後補正後補正後

整備 社の経営改善に向 て（予定）整備 社の経営改善に向 て（予定）

H21.11H21.11「 整備 社経営 委員会」の設置「 整備 社経営 委員会」の設置
○ 新公 人 への 及び を含めた 向
性を検討

H22.3H22.3 政改 プランの策定政改 プランの策定
○ 整備公社の の 向性を り込む

H23.3H23.3めどめど
整備 社改 プラン（仮称）の策定整備 社改 プラン（仮称）の策定

H21.11H21.11「 整備 社経営 委員会」の設置「 整備 社経営 委員会」の設置
○ 新公 人 への 及び を含めた 向
性を検討

H22.3H22.3 政改 プランの策定政改 プランの策定
○ 整備公社の の 向性を り込む

H23.3H23.3めどめど
整備 社改 プラン（仮称）の策定整備 社改 プラン（仮称）の策定

国の 業 社会計基 の し国の 業 社会計基 の し
を踏まえた対応が必要を踏まえた対応が必要

国の 業 社会計基 の し国の 業 社会計基 の し
を踏まえた対応が必要を踏まえた対応が必要

※ H22以 は2.9億円の 別 税が 込まれる。



その１その１ 経済危機対策に資する事業経済危機対策に資する事業
その２その２ 本県に な事業であるが、 れまで 政 でできなかった事業本県に な事業であるが、 れまで 政 でできなかった事業
その３その３ 県 の に にわたって交付 が に ったと ていた る事業県 の に にわたって交付 が に ったと ていた る事業

活用の活用の
視点視点

本県交付 額本県交付 額
億円億円

本県交付 額本県交付 額
億円億円

○ 漁港維持修繕 25（25） ○ 漁港単独 拖 48（48）
○ 緊急整備 11（11）

○ 電停のバリアフリー化支援等 11（11）
○ 県産材を活用した 住 の建傀促進 11（11）
○ 農用地 用のための整備支援 188（188） など

77月補正月補正

2,1992,199

1,8211,821

計計

2,7762,776

3,2963,296

384384

1,3951,395

99月補正月補正1111月補正月補正
（単 百万円、 額は事業費、（ ）は ） ※ 11月補正には、7・9月補正の減額含む。

きめ細かなインフラ整きめ細かなインフラ整
備による雇用の創出備による雇用の創出

県経済の浮揚を県経済の浮揚を
目指して目指して

194194

8080

地球温暖化対策地球温暖化対策
の推進の推進

少子高齢化社会少子高齢化社会
への対応とへの対応と
教育の充実教育の充実

県 の県 の
の確保の確保

○ 県 学校等図書整備、小中学校図書整備支援 66（66）
○ 安心こども基 への積 52（52）

○ 定住 圏等 間 資促進 への継拒 682（341）
（病院の医 機 導入等支援）

○ 地域医 生 基 への積 5,912（900）
○ 地域医 連携 ットワーク整備 163（163）
○ 新南国署（仮称）用地等購入 252（252）など

○ 緊急整備 11（11）
○ 治山施設緊急整備 170（51）

957957

789789

647647

事業規模事業規模
6,8536,853百万円百万円

2,7202,720

894894

717717

事業規模合計事業規模合計
16,85016,850百万円百万円

事業規模事業規模
2,5862,586百万円百万円

199199

3030

事業規模事業規模
7,4117,411百万円百万円

○ 低公 型 の導入促進 70（70）

きめ細かなインフラ整きめ細かなインフラ整
備による雇用の創出備による雇用の創出

1,5631,563

7575

7070
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11 経済の経済の活性化活性化 18,64018,640百万円百万円
「産業振興計画の推進」「産業振興計画の推進」

22 インフラの充実と有効活用インフラの充実と有効活用 576576百万円百万円

（単位千円）（単位千円）

経済交付 を活用したインフラ整備の推進経済交付 を活用したインフラ整備の推進 254,217254,217
（経済交付 事業）（経済交付 事業）

○ 緊急整備事業費 10,500
○ 治山施設緊急整備事業費 170,252
○ 漁港維持修繕費 25,000、漁港単独 拖費 48,465

（ 業振興・ 部治山 課、 産振興部漁港漁場課）

県産 材 用促進緊急対策事業費県産 材 用促進緊急対策事業費 11,10011,100
（経済交付 事業）（経済交付 事業）

県産乾燥材を50%以上 用する住 の建傀に助成し、県産材の
要 大を図る。（対象 の追加50 7月補正150 →200 ）

（ 業振興・ 部 材産業課）

拡

アンテナショップ整備事業費アンテナショップ整備事業費 82,67782,677
【【 務務 616,994616,994】】

産業振興計画に基づき、その 要な である地産外商 傎を推進するた
め、首都圏にアンテナショップを設置する（詳細別紙参照）。

（産業振興推進部地産地消・外商課）

首都圏アンテナショップ機能強化事業費首都圏アンテナショップ機能強化事業費 3,2833,283
【【 務務 61,87761,877】】
（ る と雇用再 特別基 事業）（ る と雇用再 特別基 事業）

地産外商公社による中食・外食及び小売、卸などへの本県産品の
販 大などを う傫介・あっ ん業務を強化する。

（産業振興推進部地産地消・外商課） 33 教育の充実と子育て支援教育の充実と子育て支援 146146百万円百万円

学校図書等緊急整備事業費学校図書等緊急整備事業費 65,66365,663
（経済交付 事業）（経済交付 事業）

学 の向上と教育 の 実をめざし、県 学校及び県 図書
の図書の整備を進めるとともに、小中学校の図書整備を支援する。

（教育委員会小中学校課、高等学校課、生涯学習課）

44 県 の ・ の確保に向 た県 の ・ の確保に向 た
地域の防犯、防災の基盤づくり地域の防犯、防災の基盤づくり 398398百万円百万円

新南国署（仮称）等整備費新南国署（仮称）等整備費 251,739251,739
（経済交付 事業）（経済交付 事業）

新南国署（仮称）の整備のための用地と高知東署（仮称）の進入
幅のための用地を取得する。

○ 新南国署（仮称）／南国市大埇（H25 27の建設を予定）
（警察本部）

（産業振興推進部地産地消・外商課）

地有効 用支援整備特別対策事業費地有効 用支援整備特別対策事業費 188,022188,022
（経済交付 事業）（経済交付 事業）

耕作放棄地の恐れがある農地での営農継続のために必要となる簡
な基盤整備を支援し、生産体 の 実を図る。
○ 国の補正予算凍結に対応して県単独で支援
○ 補助先 高知県拋地 拖事業 体連合会

（農業振興部農業基盤課）

整備 社助成事業費整備 社助成事業費 18,271,69718,271,697
国の支援策の を ま 、僮助 を と 助成 に整

し、 整備公社の経営の安定化を進める（詳細別紙参照）。

（ 業振興・ 部 づくり推進課）
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55 本一の 県づくり本一の 県づくり 7,3557,355百万円百万円

地域医 再 特 基地域医 再 特 基 5,911,8435,911,843
（地域医 再 特 交付 ・経済交付 ）（地域医 再 特 交付 ・経済交付 ）

医師 拒や 急医 の確保など医 課 の を図るため、「高
知県地域医 生 基 」を創設する。
○ 安芸医 圏、中央・高幡医 圏を対象
○ 基 による事業内容（詳細別紙参照）
・ 県 安芸病院の整備、高知大学へのレジデントハウス整備
・ 専門医等の養成支援、広域的な医師派遣調整 など

（健康政策部医師確保推進課）

地域医 ットワーク整備事業費地域医 ットワーク整備事業費 163,313163,313
（経済交付 ）（経済交付 ）

幡多けんみん病院と幡多医師会を中心にICTを活用した地域医

定 圏 推進事業費定 圏 推進事業費 681,800681,800
（定 圏等 資促進交付 ・経済交付 ）（定 圏等 資促進交付 ・経済交付 ）

定住 圏等に ける都市機能、生活機能の 実を図るため、
間 資に対する支援を う。
○ 補助先 高知市・南国市周辺圏域、四万十市・宿毛市周辺圏

域に いて病院を 営する医 人等
○ 対象事業 電 ルテ・医 機 の導入など（補助 4/10）

（ 務部分 広域 政課）

（単位千円）（単位千円）

福祉・介護人材確保緊急支援事業費福祉・介護人材確保緊急支援事業費 74,57574,575
【【 務務 283,036283,036】】

（緊急雇用創出 特 基 事業）（緊急雇用創出 特 基 事業）
国の緊急雇用対策に呼応し、介護人材の確保を進めるため、働き

ながら介護福祉士（60人）の資格取得ができるよう支援するプログ
ラムを実施する。 （地域福祉部高齢者福祉課）

9

幡多けんみん病院と幡多医師会を中心にICTを活用した地域医
連携体 の拧傀を支援し、幡多圏域内に ける地域 結型医 をめ
ざす。
○ 地域医 連携 ットワーク整備
・ 補助先／幡多医師会（補助 2/3）

僄 情報、検 結 情報等の と
○ 幡多けんみん病院の地域医 連携システム整備支援(10/10)

（健康政策部医 務課）

５つの基本政策に横断的にかかわる事業（雇用対策の推進）５つの基本政策に横断的にかかわる事業（雇用対策の推進）
（再掲（再掲 8181百万円）百万円）

中 業 対策事業費中 業 対策事業費
【【 務務 375,162375,162】】

末・ 末を僰 て県内中小 業の資 りを支援するため、
県 融資の融資枠の 大を図る。
○ 安心実現のための高知県緊急融資 560億円→625億円
○ 経 機対応資 り円 化融資（15 借 ）

80億円→165億円
○ その他の融資 215億円→115億円 合計50億円の融資枠増

（商工労働部経営支援課）

拡

【【再掲再掲】】あったか高知・雇用創出プランの推進あったか高知・雇用創出プランの推進 80,56880,568
【【 務務 344,913344,913】】

○ 首都圏アンテナショップ機能強化事業費（ふるさと雇用）
○ 福祉・介護人材確保緊急支援事業費（緊急雇用）
○ 警察施設の点検業務（緊急雇用） （詳細別紙参照）

拡

新型インフルエンザワクチン接種助成事業費新型インフルエンザワクチン接種助成事業費 513,498513,498

新型インフルエンザワクチンの優先接種者のうち、低所得者等の
費用負担を軽減し、接種の促進を図る。
○ 補助先 市町村
○ 補助 国1/2、県1/4（市町村1/4）
○ 負担軽減対象者 生活保護 及び市町村 税 課税 等

（健康政策部健康づくり課）
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